










































① 対象となる事件類型としては，ⅰ 交通事故，ⅱ 貸金，ⅲ 売買代金，
ⅳ 賃貸借，ⅴ 請負代金，ⅵ 近隣紛争 である4)。
② 審判員は一人の裁判官とする。
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） 民集第 14巻第号 1657頁
） 民集第 19巻号 1089頁，民集第 19巻号 1114頁
違憲の主張を排斥している。
労働審判法においても，第条において，個々の労働者と事業主との間で生
じた民事に関する紛争を対象としており，実体的な権利義務の存するとまで言
えるかは疑問であるが，個別労働契約関係がある中での民事紛争の解決をする
ものであり，最高裁の判断に近いと言える。
このことからも，民事審判の対象事件類型を考えるにあたり，少なくとも当
事者間に何らかの実体的な権利義務関係が存在することを前提に，裁判所が後
見的な立場で，その具体的内容を形成するような事件類型に限定して，提案す
る必要があると考える。
⑶ さらに，立法事実については，幅広く弁護士に対し，アンケートなどを
実施して事例を集めることが必要であろう。市民が持つ一定時間要する訴訟手
続きによらなければ，解決しないという不満，民事調停での話合いだけでは終
局解決に向かわないケースが多いという不満，これに対して審判という一応の
判断がなされることを背景とした話合いでは，自ずとその進行も変わってくる
ものであり，立法事実となるという不満が多数存在すると思われる。
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